以下の①から⑤の新聞記事の中から二つを選び、それぞれ次の点につき答えなさい。

　１．記事において問題となっている労働法上の論点

　２．その論点の前提となる法内容の説明

　３．その論点に関する諸説

　４．その論点に関する自らの見解

	注意：1.選択した記事番号を明記すること。二題の解答がないと回答とは認めない。二題の解答の順序は問わない。

2.一題を解答用紙の表面に他の一題を裏面に書く目安で記述すること。解答に直接関係ない事項を記入した答案は無効と扱う。

3.設問１から４はこの順番で記述する必要はないが、全体として論旨が通っている必要がある。

4.採点基準（各問５０点満点、合計１００点満点で採点する） 

a)設問の１．から４．の項目毎に、基本的には○△Ｘの三段階評価を行う。

b)必要なことが述べられていれば○で１０点、不十分ならば△で５点、関係することが何も述べられていなとＸで０点。

c)さらに、独創的な考えがみられた場合には、各問共に10点の範囲で追加点をつける。


①住友生命事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2001年06月28日付け

　結婚していることを理由に昇給や昇格で差別されたとして、住友生命保険の女性社員１２人が同社を相手に８８年以降の差額賃金や慰謝料など総額約３億２３００万円の損害賠償を求めた訴訟で、大阪地裁の松本哲泓裁判長は２７日、既婚女性を差別した不法行為があったと認め、約９０００万円の支払いを命じる判決を言い渡した。育児休業や育児時間をとることを理由に既婚女性の労働力を一律に低いとみなしてきた同社の人事運用について、判決は「労働基準法で定めた育児休業などの権利に基づいて働かなかったことで、能力が低いと評価することは同法の趣旨に反し、許されない」と判断した。そのうえで、原告らの査定（５段階の相対評価）が、結婚を境に標準の「３」から「２」以下に下げられたことをとらえ、未婚女性との間に昇給差別があったと認定。原告らと同期入社の内勤女性９３人のうち、９６年３月の時点で、未婚者は６１人中５０人が役付きに昇格したのに対し、既婚者の昇格者は３２人中２人だけで、その２人も結婚で改姓しなかった女性だったことから顕著な昇格差別があったと指摘した。原告らの損害については、８８年には１２人のうち９人が役付きに昇格していたはずで、ほかの３人も不当に低い評価を受けていたと判断。時効にかからない９２年１２月以降の賃金や退職金の差額などの支払いを命じた。

②旭硝子ポリウレタン建材会社事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2002年06月20日付け

　久喜菖蒲工業団地の旭硝子ポリウレタン建材会社に新規で就職した齋藤亮さん（２２）はいま、「できるできないじゃなく、やるしかない」と自分に言い聞かせている。工業大学で機械工学を専攻、希望のＩＴ関係企業を受験して内定通知をもらったのが昨年６月。１０月には入社式もあった。ところが米国で同時多発テロがあった後の１２月、幹部が訪ねて来て頭を下げた。「取り消し」だった。

③九十九園事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2002年03月08日付け

　京田辺市の老人福祉施設「九十九（つくも）園」の元従業員５人が７日、同園を経営する社会福祉法人「幸生福祉会」を相手に、残業手当などが未払いになっているとして、計約５４０万円の支払いを求める訴えを京都地裁に起こした。訴えたのは、いずれも同園で入居者の介護をしていた２０代の女性。訴状によると、５人は９９年から昨年にかけて園に勤務し、１日平均３時間の残業をしていた。しかし、園側は「残業は職員の義務」などとして手当を支払わなかった。当時、同園には入所者が約６０人いたが、介護職員は十数人しかいなかった。職員不足を補うため、時間外勤務を強要されたという。

④みちのく銀行事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2000年06月24日付け

　みちのく銀行（本店・青森市）が五十五歳以上の従業員を専任職として賃金を減らした就業規則の改定をめぐり、元行員ら六人が同行に減額分計約三千五百万円の支払いを求めた訴訟の上告審で、最高裁第一小法廷（大出峻郎裁判長）は二十二日、双方から意見を聞く口頭弁論を開いた。書面審理中心の最高裁が弁論を開いたことで、二審・仙台高裁判決が、何らかの形で見直される公算が高い。同行は経営を取り巻く環境が厳しくなってきたことを理由に、一九八六年五月以降、五十五歳以上の行員の給与を凍結するとともに、五十五歳に達した管理職は原則として専任職として、八八年以降、業績給を段階的に削減する制度を導入した。元行員側はこの日の弁論で「生活設計が一変するなど影響は深刻で、不利益変更を認める合理性はない」と主張。銀行側は「減額後も県内の給与水準を上回っている」と反論した。青森地裁は九三年三月、「行員の給与を大幅に低減させなければ経営が成り立たない状況にはなかった」として、元行員側の主張を一部認めた。これに対して仙台高裁は九六年四月、専任職制度の導入は「人事停滞による組織の硬直化と企業活力の低下を防ぐために必要な組織改革だった」と認定。就業規則の改定について「社会的相当性を逸脱して不当とまではいえない」としたため、元行員側が上告した。

⑤アイムス事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞1994年03月24日付け

　同じ仕事をして正社員とパート労働者の間に賃金差別があるのは違法だとして、川崎市の美吉祥子さん（三八）が二十三日、勤務先を相手取り、正社員の給与・賞与との差額など約三百十万円の支払いを求める訴訟を東京地裁に起こした。訴えによると、美吉さんは一九八八年四月から清掃用品レンタル業ダスキンのフランチャイズ・チェーン店「アイムス」で、正社員と同じ時間、同じ業務を行う「フルタイム・パート労働者」として働いてきたが、月給もボーナスも低額に抑えられ、正社員との間にこの二年間で約二百十万円の賃金差別があった。美吉さん側は、この差別は、均等待遇の原則を定めた労働基準法に違反すると主張し、差額分と慰謝料百万円の支払いを求めている。
